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議第１１３号                                             

 

   令和７年度山県市一般会計補正予算（第６号）  

 

 令和７年度山県市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算の補正）  

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１２，０６３千円を追加し、歳入歳出の予算の総額を歳入歳出

それぞれ１５，９３０，３７７千円とする。  

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳

出予算補正」による。  

 （繰越明許費の補正）  

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。  

 

 

  

  令和７年１２月１９日提出  

 

                                  山 県 市 長  林  宏 優 

 

資  料  ６ 
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

15 国 庫 支 出 金 ２，０５９，４９８ １１２，０６３ ２，１７１，５６１

2 国 庫 補 助 金 ８７０，０７２ １１２，０６３ ９８２，１３５

１３，７５８，８１６ 　 １３，７５８，８１６

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １５，８１８，３１４ １１２，０６３ １５，９３０，３７７

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

補 正 さ れ な か っ た 款 に 係 る 額



(歳　出) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

3 民 生 費 ５，０３４，４７５ ５９，６９３ ５，０９４，１６８

2 児 童 福 祉 費 １，８７７，９３１ ５９，６９３ １，９３７，６２４

4 衛 生 費 １，５６５，５６８ ２９，０００ １，５９４，５６８

1 保 健 衛 生 費 ６０２，１４６ ２９，０００ ６３１，１４６

10 教 育 費 １，６４０，８０７ ２３，３７０ １，６６４，１７７

1 教 育 総 務 費 ２１８，１５４ ２３，３７０ ２４１，５２４

７，５７７，４６４ 　 ７，５７７，４６４

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １５，８１８，３１４ １１２，０６３ １５，９３０，３７７
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補 正 さ れ な か っ た 款 に 係 る 額
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　１．追　加

民 生 費 児 童 福 祉 費 　物価高対応子育て応援手当 ６,３７２ 千円 

第２表　繰 越 明 許 費 補 正

款 項 事 業 名 金　　　額



１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

15 国 庫 支 出 金 ２，０５９，４９８ １１２，０６３ ２，１７１，５６１

補 正 さ れ な か っ た 款 に 係 る 額 １３，７５８，８１６ 　 １３，７５８，８１６

歳       入       合       計歳 入 合 計 １５，８１８，３１４ １１２，０６３ １５，９３０，３７７
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
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(歳　出) (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3 民 生 費 5,034,475 59,693 5,094,168 59,693    

4 衛 生 費 1,565,568 29,000 1,594,568 29,000    

10 教 育 費 1,640,807 23,370 1,664,177 23,370    

補 正 さ れ な か っ た 款 に 係 る 額 7,577,464  7,577,464     

歳 出 合 計 15,818,314 112,063 15,930,377 112,063    

一 般 財 源



２　歳入

(款) 15 国庫支出金

(項) 2 国庫補助金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 民生費国庫補助金 93,276 59,693 152,969  3 児童福祉費補助金 59,693 物価高対応子育て応援手当支給補助金        

 6 総務費国庫補助金 486,539 52,370 538,909  1 総務費補助金 52,370 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金    

計 870,072 112,063 982,135
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目
区     分 金   額
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３　歳出
(款) 3  民生費

(項) 2  児童福祉費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 2 児童措置費 498,612 59,693 558,305 59,693  3 職員手当等 174

59,693 10 需用費 233 臨）物価高対応子育て応援手当               

11 役務費 686 (子育て支援課) 59,693

12 委託料 200 職員手当等 174

19 扶助費 58,400         時間外勤務手当                     

需用費 233

消耗品費 200

印刷製本費 33

役務費 686

通信費 334

口座振込手数料 352

委託料 200

        システム改修業務委託料             

扶助費 58,400

        物価高対応子育て応援手当           

計 1,877,931 59,693 1,937,624 59,693

(款) 4  衛生費
(項) 1  保健衛生費 (単位：千円)

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 6 環境衛生費 255,688 29,000 284,688 29,000 18 負担金補助 29,000

29,000 及び交付金 臨） 環境衛生                              

(水道課) 29,000

負担金補助及び交付金 29,000

        水道事業会計補助金                 

計 602,146 29,000 631,146 29,000

一般財源 区   分  金   額 

一般財源 区   分  金   額 



(款) 10  教育費
(項) 1  教育総務費 (単位：千円)

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 4 教育指導費 77,810 23,370 101,180 23,370  1 報酬 312

23,370  4 共済費 58 臨）小中高特入学等準備応援金               

 8 旅費 13 (教育委員会 学校教育課) 23,370

10 需用費 63 報酬 312

11 役務費 244         会計年度任用職員                   

18 負担金補助 22,680 共済費 58

及び交付金 地方公務員共済組合負担金 25

社会保険料 33

旅費 13

        費用弁償（通勤）                   

需用費 63

        消耗品費                           

役務費 244

通信費 122

口座振込手数料 122

負担金補助及び交付金 22,680

        小中高特入学等準備応援金           

計 218,154 23,370 241,524 23,370

歳出【教育費】 - 9 -

一般財源 区   分  金   額 
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１　一  般  職

（1）　総　括

（　　）内は、短時間勤務職員（外書き）

ア　会計年度任用職員以外の職員

（　　）内は、短時間勤務職員（外書き）

補  正  予  算  給  与  費  明  細  書

職員手当

の 内 訳

特勤手当

補正前 939,956 532,257 1,472,213 325,717 1,797,930 

比   較 0 174 174 0 174 

(0) 
２３７  

(0) 
０  

職員手当

の 内 訳

区　　分
職 員 数 共 済 費 合　　計

備　　考

補正後 939,956 532,431 1,472,387 325,717 1,798,104 

（千円）
(0) 

２３７  

2,538,369 

区　　分
職 員 数

補正後

比   較 312 0 174 486 58 544 

(344) 
２４２  

(1) 
０  

(345) 
２４２  

（人）

補正前 471,632 955,340 683,231 2,110,203 428,166 

0 174 0 0 0 174 

補正前 24,153 566 12,865 15,465 388,045 832 

（千円）

補正後 24,153 566 12,865 15,465 388,045 71,851 17,497 832 1,157 532,431 

区　分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 合　　計

管理職 管理職員 宿日直

1,157 532,257 

手   当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,157 683,231 

比   較 0 0 0 0 0 174 0 0 0 174 

補正前 24,153 566 12,865 15,891 537,489 72,781 17,497 832 

（千円）

補正後 24,153 566 12,865 15,891 537,489 72,955 17,497 832 1,157 683,405 

区　分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 合　　計

管理職員 宿日直
手　　　当 勤務手当 手   当 特勤手当 手   当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円）

共 済 費 合　　計
備　　考

471,944 955,340 683,405 2,110,689 428,224 2,538,913 

給　　　　与　　　　費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

手　　　当 勤務手当 手   当

71,677 17,497 

比   較 0 0 0 0 

期末勤勉 時 間 外 管理職

期末勤勉 時 間 外

給　　　　与　　　　費
給　　料 職員手当 計



イ　会計年度任用職員

（　　）内は、短時間勤務職員（外書き）

（2）　給料及び職員手当の増減額の明細

311,577円（8,421円×37日）

174,000円（2,900円×2時間×10日×3ヵ月）

健康保険料（共済）：24,300円

厚生年金保険料：32,940円

（３）　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

職員手当

の 内 訳

職員手当 １７４  

令和7年10月1日現在

平  均  年  齢（歳）

平  均  年  齢（歳）

補正前 471,632 15,384 150,974 637,990 102,449 740,439 

比   較 312 0 0 312 58 370 

(344) 
５  
(1) 
０  

区　　分
職 員 数 共 済 費 合　　計

備　　考

補正後 471,944 15,384 150,974 638,302 102,507 740,809 

（千円） （千円）
(345) 

５  

報　　酬 給　　料 職員手当 計

５３.２  

令和6年10月1日現在

４４.４  

５４.２  

平均給料月額（円） ３１２,９６２  ２２０,０７１  

平均給与月額（円） ３２９,００１  ２２５,３００  

区　　　　　　　　　　分 行  政  職 単 純 労 務 職

平均給料月額（円） ３１７,９９２  ２３１,３１７  

平均給与月額（円） ３３４,７４４  ２３６,６００  

４４.３  

時間外勤務手当の増額分 174 174 

報 酬 ３１２  
報酬増額分 312 312 

区　　分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （ 千 円 ） 説  　　明　　（ 千 円 ） 備　　　　　　考

150,974 

比   較 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

補正前 426 149,444 1,104 

（千円）

補正後 426 149,444 1,104 150,974 

区　分
扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 合　　計

管理職員 宿日直
手　　　当 勤務手当 手   当 特勤手当 手   当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

期末勤勉 時 間 外 管理職

給　　　　与　　　　費

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

小中高特入学等準備応援金の受
付、支払業務に係る会計年度任
用職員の報酬

共済費 ５８  
共済費増額分 58 小中高特入学等準備応援金の受

付、支払業務に係る会計年度任
用職員の社会保険料等

58 

物価高対応子育て応援手当給付
に伴う時間外勤務手当

－11－



－12－

イ　初任給

ウ　級別の標準的な職務内容及び級別職員数

令和7年10月1日現在

令和6年10月1日現在

区    分 ３    級

区  　分 ７　　級 ６　　級

１級 ３８  １７.０  

３級 ２４  １０.７  

計 ２２６  １００.０  計 ６  １００.０  

２級 ４３  １８.８  

５級 ４７  ２１.０  １級 ４  ６６.７  
４級 ４５  １９.６  

７級 １３  ５.８  ３級
６級 １６  ７.１  ２級 ２  ３３.３  

１級 ３９  １７.６  
計 ２２３  １００.０  計 ６  １００.０  

３級 ２５  １１.２  
２級 ４６  ２０.６  

５級 ４０  １７.９  １級 ４  ６６.７  
４級 ４３  １９.３  

７級 １１  ４.９  ３級
６級 １９  ８.５  ２級 ２  ３３.３  

２    級 １    級

単純労務職
相当の技能又は経験を必要とす
る主任自動車運転手、 主任用務
員及び主任調理員の職務

主任自動車運転手、 主任用務員
及び主任調理員の職務

自動車運転手、用務員及び調理
員の職務

行　　 政 　　職 単 純 労 務 職
区　　　　分

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

３　　級 ２　　級 １　　級

行 政 職
理事又は困難な業
務を行う課長の職
務

課長又は主幹の職
務

課長補佐の職務 係長の職務 主査の職務 主任の職務 主事の職務

区　　　　　　分
行  政  職 単 純 労 務 職

国 の 制  度

行　　政　　職 単純労務職
（円） （円） （円） （円）

２０５,０００  ２００,３００  ２０５,０００  

短大卒 ２１６,５００                                － ２１６,５００                                －

大学卒 ２３２,０００                                － ２３２,０００                                －

高校卒 ２００,３００  

５　　級 ４　　級



- 13 -

議第１１４号

令和７年度山県市水道事業会計補正予算（第３号）

（総 則）

第１条 令和７年度山県市水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）

第２条 令和７年度山県市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次の

とおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収 入

第１款 水 道 事 業 収 益 ６５９，０５２千円 ０千円 ６５９，０５２千円

第１項 営 業 収 益 ４９６，３７１千円 △２９，０００千円 ４６７，３７１千円

第２項 営 業 外 収 益 １６２，６８１千円 ２９，０００千円 １９１，６８１千円

令和７年１２月１９日提出

山 県 市 長 林 宏 優
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〈収　入〉

補正前の予定額 補正予定額 計
（千円） （千円） （千円）

１　水道事業収益 659,052 0 659,052

１ 営 業 収 益 496,371 △ 29,000 467,371

１ 給 水 収 益 487,230 △ 29,000 458,230

２ 営 業 外 収 益 162,681 29,000 191,681

１ 他 会 計 補 助 金 15,698 29,000 44,698

令和７年度山県市水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目



〈収　入〉
(単位:千円)

款 項 区　　　　分 金 額

１　水道事業収益 659,052 0 659,052

１　営業収益 496,371 △ 29,000 467,371

１ 給水収益 487,230 △ 29,000 458,230 １　水道料金 △ 29,000 物価高騰対策資金による減額

２　営業外収益 162,681 29,000 191,681

１ 他会計補助金 15,698 29,000 44,698 １　一般会計繰入金 29,000 物価高騰対策資金による増額

令和７年度山県市水道事業会計説明書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

科　　　目 節
目

補正前の
予 定 額

補    正
予 定 額

計 説　　　　　　　明

- 15 -
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（単位：円）
１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 35,693,000
減価償却費 321,985,000
固定資産除却費 30,000
引当金の増減額 1,118,000
長期前受金戻入額 △ 140,152,000
支払利息 30,545,000
未収金の増減額（△は増加） △ 3,619,354
たな卸資産の増減額（△は増加） 18,000
未払金の増減額（△は減少） 19,523,135
小計 193,754,781
利息の支払額 　 △ 30,545,000
業務活動によるキャッシュ・フロー 163,209,781

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 235,011,000
分担金及び負担金による収入 16,028,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 218,983,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良企業債による収入 40,000,000
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 182,807,000
他会計からの出資による収入 103,829,000
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 38,978,000

資金の増加額 △ 94,751,219
資金期首残高 359,920,770
資金期末残高 265,169,551

予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）



（単位：円）

1 固　 定 　資　 産

 (1)有 形 固 定 資 産

ア． 土 地 168,485,386

イ． 建 物 425,397,533

減 価 償 却 累 計 額 △ 146,915,334 278,482,199

ウ． 構 築 物 10,845,689,654

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,453,738,666 6,391,950,988

エ． 機 械 及 び 装 置 2,054,342,666

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,224,200,320 830,142,346

オ． 車 両 及 び 運 搬 具 3,233,540

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,071,862 161,678

カ． 工 具 器 具 及 び 備 品 1,046,525

減 価 償 却 累 計 額 △ 795,272 251,253

キ． 建 設 仮 勘 定 14,099,000

7,683,572,850

 (2)無 形 固 定 資 産

イ． 電 話 加 入 権 256,600

256,600

7,683,829,450

２. 流　動　資　産

 (1)現金及び預金 265,169,551

 (2)未　 収 　金 68,317,100

　　　貸　倒　引　当　金 △ 1,600,000 66,717,100

 (4)貯　 蔵 　品 5,629,232

337,515,883

8,021,345,333

令和７年度山県市水道事業予定貸借対照表
令和8年3月31日

資　産　の　部

有 形 固 定 資 産 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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3. 固　定　負　債

 (1)企業債

ア.建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,302,515,010

 (3)引　 当　 金 3,881,739

1,306,396,749

4. 流　動　負　債

 (2)企業債

ア.建設改良費等の財源に充てるための企業債 187,868,196

 (3)未　 払 　金 112,111,133

 (5)前　 受 　金 191,952

 (6)引 　当 　金

ア.　賞　与　引　当　金 2,495,000

イ.  法定福利費引当金 563,000 3,058,000

 (7)その他流動負債

ア. 預　り　金 5,281,770 5,281,770

308,511,051

5. 繰　延　収　益

 (1)長　期　前　受　金 5,422,136,707

長期前受金収益化累計額 △ 2,181,379,550

3,240,757,157

4,855,664,957

6. 資　　本　　金 3,066,412,649

7. 剰　　余　　金

 (1)資 本 剰 余 金

ア． 分 担 金 2,000

イ． 負 担 金 7,034,544

ウ． 補 助 金 12,563,194

19,599,738

 (2)利 益 剰 余 金

ア． 当年度未処分利益剰余金 79,667,989

79,667,989

99,267,727

3,165,680,376

8,021,345,333

負　債　の　部

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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注記

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 個別法による原価法

２ 固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

主な耐用年数

建物 １５年～６０年

構築物 １０年～６０年

機械及び装置 ４年～２０年

車両及び運搬具 ４年～ ５年

工具器具及び備品 ４年～ ８年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

３ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

一般会計が全額負担するため計上していない。

（２）賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見

込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。
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（３）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定のもの
も含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は９４０，７５５，８１６円である。

Ⅲ リース契約により使用する固定資産に関する注記

１ リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

Ⅳ セグメント情報に関する注記

１ 報告セグメントの概要

山県市水道事業会計は、上水道事業及び簡易水道事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定してい

ることから、上水道事業及び簡易水道事業の２つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。
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２ 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（令和７年４月１日 から 令和８年３月３１日まで） （単位：千円）

事業区分 事業の内容

上水道事業
一般の需要に応じて、水道により水を供給し、計画給水人口が５，０００

人を超える事業

簡易水道事業
一般の需要に応じて、水道により水を供給し、計画給水人口が５，０００

人以下の事業

項 目 上水道事業 簡易水道事業 合 計

営業収益 ３５８，４４７ ５８，１２６ ４２５，７１４

営業費用 ５１８，４２３ ９７，１４７ ６１５，５７０

営業損益 △１５２，５０３ △３７，３５３ △１８９，８５６

経常損益 △３８，１６５ ２，４７２ △３５，６９３

セグメント資産 ７，０５９，２８４ ９６２，０６１ ８，０２１，３４５

セグメント負債 ３，８６４，０２５ ９９１，６４０ ４，８５５，６６５

その他の項目

他会計繰入金 ４３，２４１ １０，０３７ ５３，２７８

減価償却費 ２６２，９１４ ５９，０７１ ３２１，９８５

特別利益 － － －

特別損失 － － －

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
２５４，０００ ３，７１１ ２５７，７１１
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Ⅴ その他の注記

１ 修繕引当金に関する経過措置

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととす

る。

２ 賞与引当金の目的使用による取り崩しについて

令和７年度において期末手当、勤勉手当として５，１６２，０００円を支給するため、賞与引当金１，８

４３，０００円を取り崩す。

３ 法定福利費引当金の目的使用による取り崩しについて

令和７年度において期末手当、勤勉手当にかかる法定福利費として１，１５５，０００円を支給するため、

法定福利費引当金４１７，０００円を取り崩す。


